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＊第１回小規模事業者持続化補助金（一般型）の採択結果について 

国の令和元年度補正予算として小規模事業者が商工会と一体となり、販路拡大の

ために取組む費用の３分の２が補助される（上限５０万円）「第１回小規模事業

者持続化補助金（一般型）」の採択結果が５月２２日に中小企業庁から発表され

ました。下記の事業者と当商工会と一緒に経営計画書を作成し、今回大野町で採択された４

件の事業所をご紹介します。 

 

 

 

 

 

＊経営計画個別相談会のお知らせ 

〇 経営計画をつくる目的は、計画をつくることだけではなく、ご自身が行っている事業の

将来を想像しながら考えを深めていくことです。また持続化補助金の申請にも経営計画作

成が必要となります。 

〇 個別相談会の日程 

  日時：令和２年７月１３日（月）、２７日（月）、８月５日（水）９：００～１６：００ 

 場所：大野町商工会館 ２階 研修室 

＊持続化給付金について 

 商工会では、インターネット環境がなく、スマートフォンなどで電子申請ができない方に

ついて、持続化給付金の申請手続きの補助を実施しております。 

コロナ感染症対策支援を実施し、完全予約制で支援させていただきますので、給付金の申

請のご希望の方はご予約をお願いします。尚、お越しになる際はマスク着用でお願いします。 

＊雇用調整助成金についての個別相談会について 

新型コロナウイルス感染症により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主を対象として、

国の雇用調整助成金の要件が緩和されています。 

この雇用調整助成金を事業者の皆様に広くご活用いただくために、制度の説明や申請の方

法などに関する専門家による個別相談を、「ぎふ働き方改革推進支援センター」のご協力によ

り随時開催しています。お申込みについては、商工会までご連絡ください。 

                    

   ※裏面には家賃支援給付金について掲載しています 

Ｎｏ．４ 

企業名 代表者名 事業名

1 近藤石材店 近藤　忠幸 墓石の地震対策を改良、周知して売り上げアップ。

2 （株）おか多 岡田　正樹 原点回帰！「鮎料理」をアピールする宣伝事業

3 ドリームオープン 中川　　 久 ＤＩＹ市場における新規顧客獲得のための広告宣伝事業

4 （株）ひでぴょん 田邉　英彦 異業種交流展示会での実演から技術マッチングを狙う新規顧客開拓



 ＊ 家賃支援給付金の申請について（予定） 

 

●制度内容 

 新型コロナウイルス感染症を契機とした５月の緊急事態宣言の延長により、売上の急減に

直面する事業者の事業継続を下支えするために、地代・家賃の負担を軽減することを目的と

して、テナント事業者に対して給付金を支給する制度が、令和２年度第２次補正予算に盛り

込まれました。給付対象となる事業者は、中堅企業、中小企業、小規模事業者、個人事業者

等を予定しています。 

●対象者 

 ５月～１２月において以下のいずれかに該当する者に、給付金を支給します。 

①いずれか１ケ月の売上高が前年同月比で５０％以上減少 

②連続する３ケ月の売上高が前年同期比で３０％以上減少 

●給付額 

 給付額は、申請時の直近の支払家賃（月額）に基づいて算出し、（月額）の６倍（６ケ月）

を給付します。 

●算出方法 

【法人の場合】 

 １ケ月の給付の上限額は１００万円です。支払家賃（月額）７５万円までの部分が２／３

給付になります。複数店舗を所有する場合などで、家賃の支払額が７５万円を超える場合は、

特例として７５万円を超える部分が１／３給付となるため、支払家賃（月額）２２５万円で 

上限の給付額（月額）１００万円になります。 

【個人の場合】 

 １ケ月の給付の上限額は５０万円です。支払家賃（月額）３７．５万円までの部分が２／

３給付になります。複数店舗を所有する場合などで、家賃の支払額が７５万円を超える場合

は、特例として３７．５万円を超える部分が１／３給付になるため、支払家賃（月額）１１

２．５万円で上限の給付額（月額）５０万円になります。６ケ月分では３００万円が給付の

上限額です。 

●申請に向けて準備する点 

①家賃支援給付金では、５月以降が基準となっていますので、ご注意ください。 

②緊急事態宣言の休業要請等で、５月の売上が大きく減少した事業者は多いと思われます。

まずは、昨年５月の売上高と本年５月の売上高を比較してみることが大切です。 

③必要書類については、「対象月の売上台帳等」「前年同月の売上高がわかる資料（法人事業

概況説明書や青色申告決算書）」が必要となる予定です。また「申請時の直近の支払家賃（月

額）がわかる資料」「賃貸借契約書や家賃の支払・引き落としを証明する書類」が手元にある

かも調べましょう。 

 

大野町商工会では家賃支援給付金についても、インターネット環境がなく、スマートフォ

ンなどで電子申請ができない方について、申請手続きの補助を実施する予定です。 

 

大野町商工会 電話：３２－０６６７ 


